
電気事業法等の一部を改正する法律案について
（概要）

平成２６年２月１３日
経済産業省

１．電気事業法の一部改正

２．電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に
関する特別措置法の一部改正

３．商品先物取引法の一部改正
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１．電気事業法の一部改正

第１弾改正法のプログラム規定にのっとり、小売参入の全面自由化、安定
供給を確保するための措置、需要家保護を図るための措置等を講じる。

２．電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する
特別措置法の一部改正

電気事業法の事業類型見直しに伴い、現行制度において一般電気事業者
等に課されている買取義務を、小売電気事業者等へ課す。

３．商品先物取引法の一部改正

電力先物取引を可能にするため、先物取引の対象に「電力」を追加する。
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１．電気事業法の一部改正



電力システム改革における第２弾改正の位置づけ 3
 本法案は、先の臨時国会で成立した第１弾改正法のプログラム規定（※）にのっとり、電力システ
ム改革の第２段階として、小売参入全面自由化、安定供給を確保するための措置、需要家保護
を図るための措置等を実施するためのもの。
※ 改正電気事業法（第１弾）附則第１１条第１項第１号 ： 平成２８年を目途に、電気の小売業への参入の全面自由化を実施するものとし、このた
めに必要な法律案を平成２６年に開会される国会の常会に提出すること。

【電力システム改革の実施スケジュール】

（２）安定供給を確保するための措置

• 送配電事業者に対する周波数維持義務
• 送配電事業者に対する地域独占・料金規制に
よる送配電網への投資回収の制度的保証

• 送配電事業者による最終保障サービス・離島
への料金平準化措置

• 小売事業者に対する供給力確保義務
• 広域機関による電源入札制度の創設

（１）小売参入の全面自由化

• 電気の小売業への参入規制を撤廃
• 自由化に伴い、電気事業の類型を
見直し、発電・送配電・小売の事業
区分に応じた規制体系へ移行

（３）需要家保護を図るた
めの措置

• 一定期間は経過措置として小売
料金規制を継続

• 小売事業者に対する需要家との
契約時の説明義務等



（１）－１．小売参入の全面自由化

 現在、地域の一般電気事業者にしか認められていない家庭等への電気の供給を自由
化する。

【契約kW】
（電圧V）

【50kW】
（6,000V）

（100～200V）

（注）沖縄電力の自由化の範囲は特別高圧需要
（原則2000kW以上）のみ。

【特別高圧産業用】大規模工場
【特別高圧業務用】ﾃﾞﾊﾟｰﾄ、ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ
【高圧Ｂ】 中規模工場
【高圧業務用】ｽｰﾊﾟｰ、中小ﾋﾞﾙ
【高圧Ａ】 小規模工場

電力量 ６０％
（2012年度時点）

【低圧】 コンビニ、事業所等
電力量 ５％

【電灯】 家庭
電力量 ３５％

規制部門

電力量 ４０％
（2012年度時点）

現在は、
一般電気事業者 及び

特定規模電気事業者
が供給。

現在は、地域の
一般電気事業者
が独占的に供給。

全ての需要家が
電力会社を
選べるように。

現在の一般電気
事業者に対して、
一定期間、料金
規制を継続（経
過措置）し、需要
家保護を図る。
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自由化部門

【市場規模】 ７．５兆円
【契約数】
一般家庭部門 ７，６７８万件
商店・事業所等 ７４２万件

現行制度
（部分自由化）

小売参入全面自由化後
平成２８年（２０１６年）目途に実施



（１）－２．小売参入全面自由化に伴う電気事業類型の見直し

 小売参入全面自由化により、「一般電気事業」や「特定規模電気事業」といった区別が
なくなることから、発電事業、送配電事業、小売電気事業ごとに、それぞれ必要な規制を
課す。（発電事業は届出制、送配電事業は許可制、小売電気事業は登録制とする。）
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現行制度（部分自由化） 小売参入全面自由化後

一般電気事業者
（１０電力）

「一般の需要」への供給を行う。
 家庭等の規制部門への供給は、
供給義務・地域独占・料金規制
（総括原価方式：認可制）

 自由化された大口需要（「特定
規模需要」）への供給を行う。

 一般電気事業者・特定規模電気
事業者への供給を行う。

公的ｲﾝﾌﾗたる送
配電網を運営

地域独占・料金
規制（総括原価
方式等：認可制）

特定規模電気
事業者
（新電力）

卸電気事業者、
卸供給事業者等

発電事業

発電事業 小売電気事業

３事業を兼業（現行の体制と同様）

送配電事業

【届出制】 【許可制】 【登録制】

 ｲｺｰﾙﾌｯﾃｨﾝｸﾞの
ため一律規制

「一般の需要」
（全需要家）に
自由に供給

供給力確保義務

 ｲｺｰﾙﾌｯﾃｨﾝｸﾞの
ため一律規制

発電事業

小売電気事業



【参考】 電気事業類型の見直し後の体制 6

需要家
発電
事業者

小売
電気
事業者

送配電
事業者

託送料

電気料金発電料

【電気の流れ】

 発電事業者は、発電所で発電し、小売事業者に売電する。

 小売電気事業者は、需要家に電気を販売する。

 送配電事業者は、送配電設備を用いて、小売電気事業者のために電気を需要家に届ける。

【料金の流れ】

 需要家は、小売電気事業者に電気料金を支払う。

 小売電気事業者は、発電事業者に発電料を、送配電事業者に託送料を支払う。

一般電気事業者（１０電力）は、発電事業、送
配電事業、小売事業を兼業する事業者となる。

発電所を持っている特定規模電気事業者（新
電力）は、発電事業と小売事業を兼業する事
業者となる。

【新規参入者の例】

①ガス会社が発電所を建設し、発電事業者としての届
出と小売事業者としての登録を行い、自らが発電し
た電力を需要家へ直接電気を販売。

②自動車メーカーが、小売事業者として登録し、発電
事業者から電気を購入して、関係会社に対し電気を
販売。

③製紙会社が発電所を建設し、発電事業者としての届
出を行い、発電した電力を小売事業者に売電。



【参考】 需要家から離れた区域から電気を送る場合の例 7
 需要家から離れた区域にある発電所からの電気を小売事業者が販売する場合でも、需要家に
電気を届ける送配電事業者（下図：Ｃ送配電事業者）のみに託送料を支払う仕組み（託送料はＣ
送配電事業者の管内のものと同一）。

 区域を複数またいでも、複数回の支払いは必要ないことから、需要家から離れた区域で発電さ
れたからといって割高になることはない。

B送配電
事業者A送配電

事業者

需要家
発電
事業者

小売電気
事業者

託送料

電気料金発電料

周波数
変換装置

地域間
連系線

C送配電
事業者

事業者間精算

事業者間精算

（注）C送配電事業者は、A送配電事業者とB送配電事業者との間で、通過した電気の量に応じた事業者間精算を行う。
各送配電事業者は、区域内の託送料金収入と他の送配電事業者との間の事業者間精算（収入と支払いの差分）に
よって、地域間連系線や周波数変換装置を含む送配電網の運用及び投資回収を行う。



（２）電気の安定供給を確保するための措置

（１）需給バランス維持を義務付け（周波数維持義務）

※これまでは一般電気事業者が専ら自社電源を使って需給調整を行ってきたが、今後は現在
の一般電気事業者以外の多様な電源も調整力として活用していく。

※送配電事業者は需給バランスを維持するため、発電事業者と需給調整のための契約を締結
することとなるが、その際、発電事業者が送配電事業者からの需給調整要請に応じることを
義務づける。

（２）送配電網の建設・保守を義務付け

（３）最終保障サービス（需要家が誰からも電気の供給を受けられなくなることの
ないよう、セーフティネットとして最終的な電気の供給を実施）を義務付け

（４）離島のユニバーサルサービス（離島の需要家に対しても、他の地域と遜色な
い料金水準で電気を供給（需要家全体の負担により費用を平準化））を義務付
け

１．送配電事業者（一般電気事業者の送配電部門）による措置

２．小売事業者による措置

 需要を賄うために必要な供給力を確保することを義務付け（空売り規制）

※①参入段階・②計画段階・③需給の運用段階、それぞれにおいて、国や広域的運営推進機関が確認を行い、実効性を担保。

３．広域的運営推進機関による措置

 将来的に日本全体で供給力が不足すると見込まれる場合に備えたセーフティネットとして、広域的運営
推進機関が発電所の建設者を公募する仕組みを創設
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これらを着実に実施
できるよう、現行と同
様の地域独占と料金
規制（総括原価方式等：
認可制）を措置



【参考】 小売電気事業者が必要な供給力を確保する仕組み 9
 各小売電気事業者が、自らの顧客需要に対して責任を持って供給を行うよう、必要な供給力を
確保する仕組み（空売り規制）を設ける。

○ 小売電気事業者に対し、国の登録を受けることを義務付け。

○ 申請時には、当面の需要想定と供給力確保の見込みの提出を求める。

○ 国は、小売電気事業者が必要な量の電気を確保することが見込める場合に、登録を行う。

（１）参入段階における対応

○ 小売電気事業者に対し、毎年度、①長期（１０年間）の年次の需要想定と供給力の確保計画、②翌年度
の月次の需要想定と供給力の確保計画を、「供給計画」として、広域的運営推進機関を経由して、国に
提出することを義務付ける。

○ 国及び広域的運営推進機関は、小売電気事業者の供給計画が適切であるか否か（自社保有電源の稼
働見込みや相対契約による電源の確保状況など）を確認。

（２）計画段階における対応

○供給計画の提出後、実需給の運用段階でも、小売電気事業者は、需要に応じた供給力を確保する義務
を負う。

（３）需給の運用段階における対応

（※） 実需給の段階で、小売電気事業者が供給力不足により需給バランスを確保できなかった場合、送配電事業者により
その不足分の補給が行われるため、安定供給に支障が生じることはない。これに必要な対価は、当該供給力不足を発
生させた小売電気事業者が、送配電事業者に対して支払う。



【参考】 広域的運営推進機関による電源建設者の募集の仕組み 10
 発電事業者に対し毎年度、向こう１０年間の発電所の建設計画の提出を義務付ける。

 広域的運営推進機関は１０年間の日本全国の需要を予測し、発電所の建設計画と照らし合わせ、
全国の長期の需給バランスを確認。

 将来の供給力が不足すると見込まれる場合、電源の新規建設や維持・更新に必要な資金の一
部を補填することを条件に、広域的運営推進機関が発電所の建設者を募集。そのための資金
は、送電料金として全国の需要家から広く薄く回収。これにより、最終的には供給力が確保され
ることを担保。

広域的運営推進機関

発
電
事
業
者
Ａ

発
電
事
業
者
Ｂ

発
電
事
業
者
Ｃ

応募 応募 応募

入札により建設者に決定

コストの一部を補填

全国の
需要家

送電料金として
費用負担

発電所を建設し、
電気を売電

売電

電源建設者を募集

売電収入 小売事業者／
卸電力取引所



１．経過措置として、一定期間、料金規制を継続する。

 競争が不十分な中で電気料金の自由化を実施した結果、電気料金の引上げが生じること
のないようにする。

※経過措置の解除については、実際に競争が進展しているかを確認した上で行う。

（３）小売全面自由化後の需要家保護のための措置

２．小売電気事業者に対し、需要家保護のための規制を課す。

 契約条件の説明義務（※）、書面交付義務（※）、苦情処理義務、名義貸しの禁止、事業休廃
止時の周知義務を措置する。

※代理店にも同様の規制を課す。
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（４）その他の改正事項について 12
１．電力債の一般担保

電気事業法の一般担保（※１）については、改正電
気事業法（第１弾）附則第11条第３項第２号（※２）に
おいて、第３段階における法的分離の実施に際し
て検討を行い、必要な措置を講じることとしている。

今般の改正では、現在の一般電気事業者の組織
や設備保有の実態に変更がないため、これまでと
同様に一般担保付社債を発行できるようにすると
ともに、自主的な分社を妨げないよう、分社後の各
社が一般担保付社債を発行できるよう手当てする。

※１）債権者に対し、その会社の全財産について優先弁済
権を認めるもの。

※２）改正電気事業法（第１弾）附則第１１条

３ 政府は、中立性確保措置を法的分離によって実施
する場合には、次に掲げる措置を講ずるものとする。
この場合において、第二号に掲げる措置を講ずるに
当たっては、金融市場の動向を踏まえるものとする。
一 （略）
二 電気事業を営む者たる会社の社債権者に、その
会社の財産について他の債権者に先立って自己
の債権の弁済を受ける権利を与えるための経過措
置、前号の規制措置に係る経過措置その他の電気
の安定供給を確保するために必要な資金の調達に
支障を生じないようにするための措置
三 （略）

電気の卸売に係る規制を撤廃し、発電事業者から卸
電力取引所や新規参入者への卸売の拡大を促す。

自由化に伴い卸電力取引所での取引の重要性が増す
ため、現在、私設・任意で運営されている卸電力取引
所（※）を法定化した上で、以下の規制を講じる。

２．一般電気事業者への卸売に関する規制の撤廃

３．卸電力取引所における取引の適正性確保

不正取引（相場操
縦等）の防止

国による
市場監視

取引所の運営
の適切性確保

※ 現在、日本卸電力取引所（JEPX）では、スポット市場（翌日供給される電気
を取引する市場）等が開設され、事業者間での卸電力取引が行われている。

電気事業の類型の見直し（発電事業・送配電事業・小
売事業の各事業区分に応じた規制体系へ移行）に伴
い、一般電気事業、卸電気事業等の現行の事業類型
を引用している電気事業法の関係箇所（保安規制部分
等）について、所要の改正を行う。

５．事業類型の見直しに伴う所要の改正

発電事業に係る規制の見直しに伴い、設計がパターン
化されている燃料電池発電設備等の電気工作物につい
て、工事計画の国への届出等を不要とし、設置者による
使用前の安全確認及び結果の国への届出のみを課す
制度とする。

４．保安規制の合理化



（５）電気事業法の事業類型の見直し等に伴う関係法律の整備

 電気事業の類型の見直しに伴い、一般電気事業、卸電気事業等の現行の事業類型を引用している電気事
業法以外の法律の規定等について、所要の整備を行う。

 商品先物取引法の改正に伴う所要の整備を行う。
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① 地方税法

② 高圧ガス保安法

③ 電気工事士法

④ 大気汚染防止法

⑤ 騒音規制法

⑥ 水質汚濁防止法

⑦ 振動規制法

⑧ 湖沼水質保全特別措置法

⑨ 特定水道利水障害の防止のための水道水源水域の水質

の保全に関する特別措置法

⑩ ダイオキシン類対策特別措置法

⑪ 土地収用法

⑫ 道路法

⑬ 農山漁村電気導入促進法

⑭ 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関

する法律

⑮ 新型インフルエンザ等対策特別措置法

⑯ 電気事業及び石炭鉱業における争議行為の方法の規制

に関する法律

⑰ 租税特別措置法

⑱ 公共用地の取得に関する特別措置法

⑲ 電気用品安全法

⑳ 国税通則法

㉑ 共同溝の整備等に関する特別措置法

㉒ 法人税法

㉓ 登録免許税法

㉔ 電源開発促進税法

㉕ エネルギーの使用の合理化等に関する法律

㉖ 消費税法

㉗ 地価税法

㉘ 電線共同溝の整備等に関する特別措置法

㉙ 大深度地下の公共的使用に関する特別措置法

㉚ 沖縄振興特別措置法

㉛ 旧電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別

措置法

32 所得税法等の一部を改正する法律

33 エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用

及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律

34 福島復興再生特別措置法

35 金融商品取引法

36 商品投資に係る事業の規制に関する法律

電気事業法の一部改正関係

商品先物取引法の一部改正関係



【参考】 第１弾改正法のプログラム規定との関係

（１）小売参入の全面自由化
・電気の小売業への参入規制を撤廃

・自由化に伴い、電気事業の類型を見直し、発電・送配
電・小売の事業区分に応じた規制体系へ移行

（３）需要家保護を図るための措置
・一定期間は経過措置として小売料金規制を継続

・小売事業者に対する需要家との契約時の説明義務等

第１弾改正法（平成25年11月13日成立）の
プログラム規定の関連箇所（抄）

第２弾改正法の主要改正項目（案）

平成２８年を目途に、電気の小売業への参入の全面自由化を実施するも
のとする。（附則第１１条第１項第１号）

電気の小売業を営む者に、その事業における電気の安定供給を確保す
るために必要な供給能力を確保させるための措置。（同項第３号）

離島における電気の使用者が離島以外の地域と同程度の料金により電
気の供給を受けることができるようにするための措置及び離島における
電気の安定供給を確保するための措置（同項第８号）

送配電等業務を営む者がその区域において一元的に送配電等業務を営
むとともに、電気の電圧及び周波数の値を一定の値に維持すること。（同
条第５項第１号ロ）

送配電等業務を営む者が送電用の電気工作物の設置に要する費用そ
の他の送配電等業務に要する費用を適切に回収することを可能とするた
めの措置。（同項第２号）

広域機関に、発電用の電気工作物の設置を促進するための業務を行わ
せるための措置。（同項第４号）

送配電等業務を営む者が、電気の小売業を営む者から電気の供給を受
けることができない者への電気の供給を保障すること。（同項第１号イ）

平成30年から平成32年までの間を目途に電気の小売料金の全面自由化
を実施するものとする。（同条第１項第２号）

一般電気事業者、

特定規模電気事業者等

発電事業者、小売事業者
送配電事業者

（２）安定供給を確保するための措置
・送配電事業者に対する周波数維持義務

・送配電事業者に対する料金規制（総括原価方式等：
認可制）による送配電網への投資回収の制度的保証

・送配電事業者による最終保障サービス・離島への料
金平準化措置

・小売事業者に対する供給力確保義務

・広域機関による電源入札制度の創設

14
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２．電気事業者による再生可能エネルギー
電気の調達に関する特別措置法の一
部改正



 現行の固定価格買取制度では、電気の需要家に電気を販売する事業者である一般電気事業者、
特定規模電気事業者等に対し、再生可能エネルギーの買取義務が課されているが、今般の電気
事業法改正により電気事業者の類型が見直されることに伴い、固定価格買取制度上の義務対象
者を見直す等の改正を行う必要がある。

 再生可能エネルギーの最大限の導入拡大を実現するためには、固定価格買取制度の着実かつ
安定的な運用が不可欠。この観点から、現行制度における整理と同様、電気の需要家に電気を販
売する事業者である小売電気事業者等に買取義務を課す等の改正を行う。

【基本的なスキーム】

固定価格買取制度の改正概要 16

送配電
事業者

固定価格の調達費用
を支払

再エネ電気を供給
【特定契約】

他の電気と併せて
再エネ電気を販売

小売電気
事業者 需要家

住宅用太陽光等

再生可能エネルギー
電気の発電事業者

※発電設備と系統を接続するための
契約を送配電事業者と締結

【接続契約】

※送配電事業者は必要に応じ、インバランスを調整

電気料金と合わせ
て賦課金を回収

費用負担調整機関

回収した
賦課金を納付

交付金
の交付

〈買取義務者〉

※現行制度における
一般電気事業者、
特定規模電気事業者、
特定電気事業者
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３．商品先物取引法の一部改正



商品先物取引法の改正概要

 現行の商品先物取引法では、法の対象が有体物である「物品」に限られており、電力の先物取
引を行うことはできない。

 今後、卸電力取引所の取引量の増加に応じて、電力先物市場の必要性が増加すると見込まれ
るため、無体物である「電力」を商品先物取引法の対象に加える。

 なお、今回の法改正で電力先物の法的な制度の手当てを行うが、実際の電力の上場について
は、現物取引の厚みを見ながら、経済産業大臣が上場の認可の判断を行うことになる。

18

電力先物市場の主な機能

小売電気事業者

発電事業者

大口需要家

将来卸電力市場から調達する電力の調達価格をあらかじめ確定できる

利用の意義

将来卸電力市場に販売する電力の販売価格をあらかじめ確定できる
（これにより発電所の設備投資費用の回収をより確実化できる）

小売電気事業者の
新規参入を促進

発電所への設備投
資を促進

大口需要家の経済
活動を合理化

取引参加者

将来卸電力市場から購入する電力の購入価格をあらかじめ確定できる

：数ヶ月後（数年後）の電力をあらかじめ固定した価格で買う（売る）ことにより、
取引価格変動リスクの回避が可能となる。

（参考）電気事業法の一部を改正する法律（第1弾改正法 2013年11月13日成立）
附 則

（電気事業に係る制度の抜本的な改革に係る措置）
第十一条
５ 政府は、第一項第一号及び第二号に規定する法律案を国会に提出するに当たっては、次に掲げる措置について検討を加え、
その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

六 （略）電気の先物取引に係る制度の整備その他の電気の小売業を営む者の間又は電気の卸売業を営む者の間の適正な競
争関係を確保するための措置


